産業観光ビジネス支援事業補助金交付要領
（通則）

第１条　産業観光ビジネス支援事業補助金の交付については、福井県補助金等交付規則（昭和４６年規則第２０号）（以下「交付規則」という。）ならびに福井県産業労働部商業・市場開拓課所管補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）およびこの要領で定めるところによる。

（目的）

第２条　北陸新幹線県内開業を迎え、また、中部縦貫自動車道全線開通等に向けた観光客の受入れ態勢整備のために、主として伝統工芸品等の製造・販売に携わる県内中小企業および産地を代表する協同組合、その他これに準じると認められる団体で、伝統工芸品等の振興に資すると知事が認めるものが、デザインを活用して行う産業観光のビジネス化（工房見学、体験メニュー開発等）を支援し、お客様へのおもてなしとものづくり産業の振興を両立させることを目的とする。

　

（定義）

第３条　この要領において「企業」とは、事業を営む会社または個人、中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小企業団体ならびに特定の法律によって設立された組合およびその連合会をいう。

２　この要領において「中小企業」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者、中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小企業団体（ただし、火災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合会、商工組合および商工組合連合会は除く。）をいう。ただし、次のいずれかに該当する者（以下「みなし大企業」という。）は除く。
（１）発行済株式の総数または出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者。

（２）発行済株式の総数または出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者。

（３）大企業の役員または職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者。なお、上記にあたっては、みなし大企業も大企業として扱う。

３　この要領において「県内企業」とは、県内に事業所を持ち、県内で自ら商品開発、生産活動または販売等を行う企業、個人事業者をいう。

４　この要領において「協同組合」とは、中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項に規定する中小企業団体ただし、火災共済協同組合、信用協同組合および同組合連合会ならびに商工組合連合会は除く。
５　この要領において「デザイン」とは、パンフレットやホームページの図案などに限らず、事業目的達成や環境改善のために、創造力、構想力を活用して行われる行為全般を指す。
６　この要領において「観光客」とは、余暇、ビジネス、その他の目的のため、日常生活圏を離れ、継続して１年を超えない期間の旅行をし、また滞在する人々とする。

７　この要領において「産業観光」とは、産業製品、およびその生産現場（工場、工房等）を観光資源とし、それらを通じてものづくりの心にふれるとともに、通年の人的交流を促進する観光活動とする。
８　この要領において、「伝統工芸品等」とは、経済産業大臣指定の伝統的工芸品である越前漆器、越前和紙、越前打刃物、越前焼、越前箪笥、若狭塗および若狭めのう細工のほか、福井県知事指定の郷土工芸品のことをいう。

（申請者等）

第４条　申請者、補助対象事業、補助事業の対象期間、補助率および補助限度額は、別表１のとおりとし、補助対象経費は別表２のとおりとする。

（事業計画の提出）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は、事業計画書（様式第１号）１通を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

（審査結果の通知）

第６条　知事は、計画書の提出があったときは、その内容が補助金の交付の目的に適合するものであるかどうかを審査し、審査結果を提出者に通知するものとする。

（交付申請）

第７条　前条の規定により採択の通知を受けた者は、交付規則第４条の規定に基づき、交付申請書（様式第２号）１通を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

２　採択の通知を受けた者が補助金の交付決定前に事業に着手する場合は、交付決定前着手申請書（様式第３号）１通を知事に提出しなければならない。

（交付決定）

第８条　知事は、前条の規定による申請書の提出があったときは、申請書等の書類の審査および現地調査等により、その内容が補助金の交付の目的に適合するものであるかどうかを検査し、補助金を交付すべきと認めたときは、交付規則第５条および交付規則第６条の規定に基づき補助金交付の決定を行い、交付規則第７条の規定に基づき申請者に通知する。

（計画変更の承認）

第９条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の内容または経費の配分の変更をするときは、あらかじめ計画変更承認申請書（様式第４号）１通を知事に提出し、承認を受けなければならない。ただし、次に定める軽微な変更についてはこの限りではない。

（１）補助対象経費の各経費区分相互間で配分変更する場合であって、そのいずれか低い額の２０パーセント以内の変更。

（２）補助の目的および補助事業の能率に影響を及ぼさない範囲で消耗品の数量、機械等の仕様の変更、その他補助事業の細部を変更する場合。
（３）補助事業に要する経費総額の２０パーセント以内の増減。

（事業の中止または廃止）

第１０条　補助事業者は、補助事業を中止または廃止しようとするときは、あらかじめ中止（廃止）承認申請書（様式第５号）１通を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（事業遅延等の報告）

第１１条　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき、または補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに遅延等報告書（様式第６号）１通を知事に提出し、その指示を受けなければならない。

（実績報告）

第１２条　補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）または補助金の交付決定に係る県の会計年度が終了したときは、交付規則第１２条の規定に基づき、補助事業が完了した日から起算して１ヶ月以内または補助事業に係る県の会計年度終了後１０日以内のいずれか早い日までに実績報告書（様式第７号）１通を知事に提出しなければならない。
（補助金の額の確定）

第１３条　知事は、前条の規定による報告を受けた場合には、交付規則第１３条の規定に基づき、報告書等の書類の審査および現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容およびこれに附した条件に適合するものであるかどうかを検査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第１４条　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、交付規則第１５条の規定に基づき、補助金交付請求書（様式第８号）１通を知事に提出しなければならない。
（財産保管の義務および処分の制限）

第１５条　補助事業者は、交付規則第２０条の規定に基づき、当該補助事業により取得し、または効用の増加した財産のうち、別表３に掲げるものは、同表に定める期間、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に供してはならない。

２　補助事業者は、当該補助事業により取得した財産等について、取得財産等管理台帳（様式第７号別紙２）を備え、その写し１通を知事に提出するとともに、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

３　補助事業者は、第１項に定める期間を経過する以前に当該財産を処分しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第９号）１通を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

４　知事は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、別表３に定める方法で算定した額を県に納付させることができる。

５　補助事業者が本補助事業の成果を活用して実施する事業に使用するために取得財産（設備に限る。）を転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用をいう。）する場合は、補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための取得財産の処分申請書（様式第１０号）を知事に提出し、その承認を受ければ、補助事業者は転用に係る前項の納付が免除される。
（補助金の経理）

第１６条　補助事業者は、補助金に係る経理についてその収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間保存しなければならない。ただし、当該補助事業により取得し、または効用の増加した財産の財産処分制限期間が５年よりも長い場合は、その財産処分制限期間保存しなければならない。

（検査および調査）

第１７条　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、知事が行う当該補助金に関する検査および調査について協力しなければならない。

（成果等の発表等）

第１８条　補助事業者は、知事から補助事業の成果等についての発表等を求められたときは、それに協力しなければならない。

（交付決定の取消し）

第１９条　知事は、補助事業者が補助金を他の用途への使用をし、その他補助事業者に関して補助金の交付決定の内容またはこれに附した条件に違反したときは、交付規則第１６条および同規則第１７条の規定に基づき、交付決定の全部または一部を取り消し、交付した補助金等の全部または一部の返還を命ずるものとする。

附　則

この要領は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度の補助金から適用する。
附　則
この要領は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度の補助金から適用する。
附　則
この要領は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。

附　則
この要領は、令和５年５月２２日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。
附　則
この要領は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の補助金から適用する。

別表１　申請者等

	区分
	申請者
	補助対象事業
	補助事業の対象期間
	補助率
	補助
限度額

	スポット店舗
	福井県内に主たる事業所を有する県内中小企業、一般社団法人または特定非営利活動法人で「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であること。

かつ実績報告時までに「ふくい女性活躍推進企業」に登録されていること。
または個人事業者（企業グループを含む）

	デザイナー等の監修にもとづく産業観光コンテンツ開発（体験メニュー開発、情報発信など）・環境整備
	交付決定日から交付決定に係る県の会計年度が終了するまで
	補助対象経費の
２／３

以内

	3,000
千円/件

	ＨＵＢ拠点
	福井県内に主たる事業所を有する県内中小企業、事業協同組合、一般社団法人または特定非営利活動法人で「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であること。

かつ実績報告時までに「ふくい女性活躍推進企業」に登録されていること。

	上記に加え、ツアー等団体客の受け入れや産地周辺周遊の拠点となるための環境整備
	
	
	5,000
千円/件


別表２　補助対象経費

	経費区分
	内容

	工場見学・体験
メニュー等開発費
	機械装置費
	機械装置の購入、製造、改良、据付、修繕又は借用に要する経費（デザイン料等の設計に要する経費を含む）

	
	
	ＩＣクレジットカードおよび電子マネーの決済端末機の整備に要する経費（インターネット環境の整備費）

	
	工具・器具・備品費
	工具・器具・備品の購入、据付又は借用に要する経費

	
	原材料費
	原材料および副資材等の購入に要する経費

	
	外注加工費
	外注加工に要する経費

	
	謝金
	講師謝金、専門家謝金

	
	旅費
	講師旅費、専門家旅費、従業員旅費

	
	使用料・賃借料
	会場借料、借料または損料

	
	需用費
	印刷製本費、資料購入費、消耗品費、原稿料、パネル作成費、事業の一部を委託する経費

	
	委託料
	デザインに関する経費、通信運搬費、調査費、ホームページ・動画等コンテンツ作成費、会場整備費、顧客管理（経理、ＤＢ化等）に要する経費、顧客・施設の安全管理に要する経費（監視カメラ、センサー等設置）

	おもてなし、
インバウンド
対策経費
	機械装置費
	免税店機能に要する経費、翻訳機等の整備に要する経費

	
	需用費
	印刷製本費、資料購入費、消耗品費、原稿料、事業の一部を委託する経費

	
	委託料
	デザインに関する経費、翻訳等に要する経費、ホームページ・動画等コンテンツ作成費

	販路開拓・広報費
	工具・器具・備品費
	工具・器具・備品の購入、据付又は借用に要する経費

	
	広報費
	印刷物作成費、広告媒体の活用等の事業に要する経費

	
	原材料費
	原材料および副資材等の購入に要する経費

	
	外注加工費
	外注加工に要する経費

	
	謝金
	講師謝金、専門家謝金

	
	旅費
	講師旅費、専門家旅費、従業員旅費

	
	使用料・賃借料
	会場借料、借料または損料

	
	需用費
	印刷製本費、資料購入費、消耗品費、原稿料、事業の一部を委託する経費

	
	委託料
	デザインに関する経費、通信運搬費、調査費、広告宣伝費、ホームページ・動画等コンテンツ作成費、会場整備費、周辺の観光案内等に要する経費

	施設費
※消費税を除く全体事業費の２／３を上限とすること
	建物修繕費
	事業用建物の改築・改装に要する経費（デザイン料等の設計に要する経費を含む）

	
	構築物費
	構築物の購入、建造、改良、据付、修繕又は借用に要する経費（デザイン料等の設計に要する経費を含む）


※　注意点
１．補助対象経費の取扱いについて

(1)補助対象経費は、補助事業者が補助事業の実施に要する経費のうち、補助対象期間中に発注し、納品、支払いを終えたものに限る。交付決定日前に発注、契約等を実施したものは、補助対象外。

(2)消費税および地方消費税を含む公租公課、謝金、不動産の購入費、保証金、敷金、各種保険料、借入金などの支払い利息及び遅延損害金等は補助対象外。
(3)生産設備の導入経費、原料や商品の仕入れ等営利活動とみなされる経費は補助対象外。
(4)その他対象外となる経費
　・ＩＣクレジットカード等の基本料、初回登録料、保守経費、運営経費に要する経費、振込手数料

　　・建物改装費であって、事務所改修、物置の設置等、補助事業者の内部管理に係るもの

　　・飲食費、接待費、交際費、遊興、娯楽に要する費用

　　・人件費および通常の営業にかかる経費
・直接売上や利益につながる費用（ただし、当該事業で作成するパンフレットやホームページ等に
よる宣伝・広告の際に、当該体験メニューの説明や価額、申込方法等を記載することはこの限り
ではない。）

　　・フランチャイズ契約、代理店契約等における保証金、加盟金、契約金等

　　・他の国、県、市町の補助金により、補助対象となっているもの

　　・その他、公的資金の使途として社会通念上、不適切と判断する経費（風俗営業等の規制および業
務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第121号）第２条により定める営業内容等）

・中古市場においてその価格設定の妥当性が明確でない中古品の購入費
(5)補助対象経費により取得した物品等については、注文書（発注書）控、仕様書、納品書、請求書、
振込明細書、領収書等の証拠書類及び発注図面等を整備、保管が必要。

(6)交付額の確定については、第三者が確認できる資料（契約書、納品書、請求書、領収書、振込明細書、設計図、写真等）および購入物品等より確認する。

(7)補助対象経費の支払については、原則銀行振込により支払うこと。回し手形、相殺での支払は補助対象外。

(8)銀行振込等で支払う場合は、補助対象経費のみの支払いを行うこととし（他の支払と混合しない）、振込手数料は補助対象外とする。ただし、振込手数料が仕入先等の負担となる場合には、振込額と振込手数料の合計額が支払額となるので、当該振込手数料を補助対象とする。やむを得ず他の支払と一括した場合には、補助対象経費及び他の経費と区分できる明細を整備、保管が必要。

(9)書類等の整備、保管の期間は交付要綱に基づき、補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間とする。ただし、「機械装置」を購入した場合には、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）の規定に基づき、その該当償却期間、整備、保管が必要。

(10)「補助事業が完了した日」とは、産業観光コンテンツ等の開発および経費の支払いが完了した日とし、補助対象期間内に補助事業に係る全ての支払を完了させた後に実績報告書を提出すること。

別表３　財産処分により県に納付する金額の算定方式

	財産の種類
	財産処分制限期間
	財産処分により県に納付する金額の算定方式

	1 機械装置等（工具・器具を含む）

2 産業財産権等
	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。

ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）に基づく耐用年数期間が５年以上の機械装置等は、その耐用年数期間。

（耐用年数期間が５年以上の機械装置等を購入した場合は、その耐用年数期間に応じ、関係書類を整備すること。）
	「Ｅ＝（Ａ－Ｂ）×Ｄ／Ｃ」

Ａ：当該財産処分したことにより得た収入

ただし、目的外使用する場合の機械装置・工具器具については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）に基づき減価償却した後の価格をもって「処分したことにより得た収入」とみなす。

Ｂ：補助事業の終了後に加えられた加工費、処分のための撤去費用等の費用

Ｃ：当該処分財産に係る補助事業に要した経費

Ｄ：Ｃに対する当該補助金の確定額


様式第１号

令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　事業計画書

令和　　　　年度産業観光ビジネス支援事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添え、下記のとおり提出します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　産業観光ビジネス支援事業補助金

テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１事業計画書のとおり

３　補助事業等の完了の予定期日　　開始予定期日　交付決定日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　令和　　　　年　　月　　日

実施の計画　　別紙　事業計画書のとおり

４　交付申請予定額　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請予定額　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請予定額の算出方法　　　別紙２経費内訳書のとおり

６　補助事業等の経費の配分　　　　別紙２経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１　事業計画書
別添１　経営状況表
別添２　実施体制等一覧表
別紙２　経費内訳書
法人の登記簿謄本（写し）

会社概要（パンフレット等）
決算報告書、貸借対照表、損益計算書（各 直近３期分）
県税に滞納がない旨の証明書
消費税および地方消費税について未納税額がない旨の証明書
「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であることが確認できる書類※
（※は、個人事業主の場合は不要）
（注）用紙はすべてA４を使用し、原則として縦長横書きとしてください。

様式第２号

令和　　　　年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　交付申請書

令和　　　　年度産業観光ビジネス支援事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　産業観光ビジネス支援事業補助金
テーマ　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１事業計画書のとおり

３　補助事業等の完了の予定期日　　開始予定期日　交付決定日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　令和　　　　年　　月　　日

実施の計画　　別紙１事業計画書のとおり

４　交付申請額　　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請額の算出方法　　　　　別紙２経費内訳書のとおり

６　補助事業等の経費の配分　　　　別紙２経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１　事業計画書 
　　　　　　　　　　　　　　　　　別添１　経営状況表 
　　　　　　　　　　　　　　　　　別添２　実施体制等一覧表 

別紙２　経費内訳書 
別紙３　収支予算書

別紙４　補助事業に係る確認書
別紙５　中期経営計画
別紙６　写真（店舗の内外観、主な商品・体験、改装箇所等）
県税に滞納がない旨の証明書　※
消費税および地方消費税について未納税額がない旨の証明書　※
「ふくい女性活躍推進企業」の登録申請中であることが確認できる書類※

（※は、事業計画書の提出時に提出している場合は不要）
様式第１号（様式第２号）の別紙１

事業計画書
Ⅰ　申請者

	申請者
	企業名
	

	
	代表者名
	

	
	住所
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	主要製品
	

	
	資本金
	万円
	従業員
	　　　　人

	
	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）

	設　立
	　　　　年　　月

	
	経営状況
	別添１「経営状況表」のとおり

	連絡担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	デザイナー・ディレクター等
（企業名、所属、役職　氏名）

※代表する方に○を付けてください。
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	経理担当者
（所属・役職　氏名）
	


Ⅱ　事業内容

１　概要

	テーマ
	（事業内容を表現する適切な名称を３０文字以内で記載してください。）


	概要
	（事業内容を１００文字程度で簡潔に記載してください。なお、本項目は採択となった場合に公表することがあります。）


	
	目的と内容
	成果目標

	工場見学・体験
メニュー等開発費
	
	

	おもてなし、
インバウンド
対策経費
	
	

	販路開拓・広報費
	
	

	施設費
	
	

	事業化の目標
	（事業で得られる成果、目標を簡潔に記載してください。）


	事業期間
	開始予定期日　交付決定日
完了予定期日　令和　　　　年　　月　　日


２　詳細

（１）観光客の満足度向上への取組み
観光客への新たな取組み、デザインの活用
（事業により取り組む観光客向けの新たなおもてなしの取組み（工場見学・体験メニュー等））について記載してください。）

貴社の特徴
（貴社が、他社と比較して特に産業観光を充実すべき理由を記載してください。）

事業実施による効果

（現状どれくらいの観光客を受け入れているか、また事業を行うことによりその観光客や売上がどれくらい増加すると見込んでいるかを具体的に記載してください。）
（２）地域経済への波及効果
（事業を実施することにより生まれる、周遊、雇用の拡大など、地域経済に及ぼす効果について記載してください。）

※上記（１）～（２）について、数枚に渡る内容を記載しても問題ありません。必要に応じ枚数を追加して下さい。

（３）事業実施スケジュール

（具体的な取り組み内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。）
1 事業の実施時期

	番号
	実施項目＼月
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


2 実施内容

	番号
	計　　　　画

	
	実施項目名
	実施内容、方法等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※事業の期間内で実施する内容を記入してください。

※番号は①と②の内容が一致するように記載してください。

様式第１号（様式第２号）の別添１
経 営 状 況 表
（令和　　　　年　　月　　日現在）
企業名　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

	期　別　
項　目
	第　　期

令和　　　年　月　日から

令和　　　年　月　日
	第　　期

令和　　　年　月　日から

令和　　　年　月　日
	第　　期

令和　　　年　月　日から

令和　　　年　月　日

	売上高　　A


	
	
	

	経常利益　B


	
	
	

	総資本　　C


	
	
	

	自己資本　D


	
	
	

	流動資産　E


	
	
	

	流動負債　F


	
	
	

	総資本経常利益率

B×100

C
	
	
	

	売上高経常利益率

B×100

A
	
	
	

	自己資本比率

D×100

C
	
	
	

	流動比率

E×100

F
	
	
	

	法人県民税納入額
	
	
	

	法人事業税納入額
	
	
	


（注）１　本資料は、過去３年分の財務諸表により作成してください。
２　金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入してください。率は、小数第２位を四捨五入して小数第１位まで記入してください。
３　過去３年分の決算報告書、貸借対照表、損益計算書を添付してください。
様式第１号（様式第２号）の別添２
実施体制等一覧表
１．実施体制
（１）申請企業（グループで申請の場合、グループを構成する全企業を記載すること）
	
	企業名等
	企業概要等
	担当者等

	１
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ

	２

	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ


（２）申請者以外の企業（デザイナー、ディレクター等）

	
	企業名等
	企業概要等
	デザイナー等

	１
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ

	２
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ

	３
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ


※必要に応じて行を追加してください。
２．事業の分担（１で挙げた全ての企業を記載）

	
	企業名
	分担する項目および内容

	１
	
	

	２
	
	


※必要に応じて行を追加してください。
様式第１号（様式第２号）の別紙２

経費内訳書
経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　　別
	内　容
	補助事業に要する経費

（税込）
	補助対象
経　　費
（税抜）
	補助金

交　付

申請額
	備　考

	工場見学・体験メニュー等開発費
	機械装置費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	工具・器具・備品費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	需用費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	

	おもてなし、インバウンド対策経費
	機械装置費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	需用費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	


経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　　別
	内　容
	補助事業に要する経費

（税込）
	補助対象
経　　費
（税抜）
	補助金

交　付

申請額
	備　考

	販路開拓・広報費
	工具・器具・備品費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	広報費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	需用費
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	

	施設・設備費
	建物修繕費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	構築物費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる経費（消費税抜き）を記載すること。
※支出区分のうち該当しないものについては欄を削除可能
※「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、「補助対象経費」の区分中計に補助率を乗じた額以内（区分中計のみ記入。千円未満は切り捨てること。）、かつその合計額は補助限度額以内とすること。

様式第２号の別紙３
収支予算書

収　入　

	区　　分
	金　額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	補助金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


支　出

	区分
	種　　　別
	金　額（円）
	備　　考

	工場見学・体験メニュー等開発費
	機械装置費
	
	

	
	工具・器具・備品費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	謝金
	
	

	
	旅費
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	

	
	需用費
	
	

	
	委託料
	
	

	おもてなし、
インバウンド
対策経費
	機械装置費
	
	

	
	需用費
	
	

	
	委託料
	
	

	販路開拓
・広報費
	工具・器具・備品費
	
	

	
	広報費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	謝金
	
	

	
	旅費
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	

	
	需用費
	
	

	
	委託料
	
	

	施設・設備費
	建物修繕費
	
	

	
	構築物費
	
	

	合　　　　計
	
	


　※支出区分のうち該当しないものについては欄を削除可能
　上記、収支予算書の内容に相違ありません。

　令和　　　　年　　月　　日
申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　
様式第２号の別紙４

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　補助事業に係る確認書

令和　　　　年度産業観光ビジネス支援事業補助金について、補助金の交付の決定を受けた場合は、下記の事項を約する。

記

１　福井県補助金等交付規則、産業労働部商業・市場開拓課所管補助金等交付要綱および産業観光ビジネス支援事業補助金交付要領の規定に基づき、補助事業を実施します。

２　補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、福井県が行う当該補助金に関する検査および調査について協力します。

３　補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、補助事業の実績（集客人数等）について報告し、その内容が公表されることを了承します。

４　福井県から補助事業の成果等についての発表等を求められたときは、それに協力します。

様式第２号の別紙５　
中期経営計画
	実施時期
	内　容

	　　　年　　月
	（中期（概ね５年間）の貴社の事経営計画を記載して下さい。具体的には、現在の事業の継続予定、

新商品・サービスの開発・販売・提供予定、商品・体験等のＰＲ方法、新店舗出店の予定など、

現在予定している取組みを記載して下さい。）




様式第２号の別紙６
写真（店舗の内外観、主な商品・体験、改装箇所等）

事業者名：　　　　　　　

住　　所：

　主な商品・体験等
　（店舗の外観）　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗の内観）


（主な商品・体験）　　　　　　　　　 　　　　　　(改装箇所:                       )


(改装箇所:                       )              (改装箇所:                       )

※写真の枚数が多い場合等は、適宜、ページを追加ください。

様式第３号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　交付決定前着手申請書

令和　　年　　月　　日付けで交付申請しました産業観光ビジネス支援事業補助金に関し、別記条件を了承のうえ交付決定前着手したいので、申請します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　　産業観光ビジネス支援事業補助金
テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業の着手および　　　　　着手期日　　　令和　　年　　月　　日

完了の予定期日　　　　　　　　完了予定期日　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

３　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　交付決定前着手を必要

とする理由

別記条件

（1） 交付金の交付決定を受けるまでの期間内に天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担するものとする。

（2） 交付申請のとおり交付決定がなされなかったとしても異議は申し立てない。

様式第４号

令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　計画変更承認申請書

令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた産業観光ビジネス支援事業補助金事業の計画（事業内容、経費配分）を下記のとおり変更したいので承認をお願いします。

記

１　補助金名　　　　産業観光ビジネス支援事業補助金

２　変更の理由

（１）テーマ　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）変更の理由

３　変更の内容

（変更前）

（変更後）

（注）

１　変更の理由を証する書類を添付すること。

２　変更の理由および内容は、できるだけ詳細に記入すること。

３　変更の内容には、変更前と変更後の事業計画、経費配分を記載すること。

４　変更後の経費内訳書を添付すること。

様式第５号

令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　に係る事業の中止（廃止）承認申請書

令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた産業観光ビジネス支援事業補助金事業を下記の理由により中止（廃止）したいので承認をお願いします。

記

１　補助金名　　　　産業観光ビジネス支援事業補助金

２　中止（廃止）の理由

（１）テーマ　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）中止（廃止）の理由

３　中止の期間（廃止の時期）

（注）

１　中止（廃止）の理由を証する書類を添付すること。

２　中止（廃止）の理由および内容は、できるだけ詳細に記入すること。

様式第６号

令和　　年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　に係る事業遅延等報告書

　平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた産業観光ビジネス支援事業補助金事業の遅延等について、下記のとおり報告します。

記

１　補助金名　　　　産業観光ビジネス支援事業補助金事業
２　テーマ　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

３　補助事業の進捗状況

４　補助事業に要した経費

５　遅延等の内容および原因

６　遅延等に対する措置

７　補助事業の遂行および完了の予定

（注）

１　遅延等の理由を証する書類を添付すること。

様式第７号

令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　実績報告書

令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた産業観光ビジネス支援事業補助金事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　補助金名　産業観光ビジネス支援事業補助金

　　　　　　　　　　　　　　　テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の交付決定額　　交付決定額　　　　　　　　　　　円

およびその精算額　　　　　精　算　額　　　　　　　　　　　円

３　補助事業の実施期間　　　　令和　　　　年　　月　　日（交付決定日）から

令和　　　　年　　月　　日 まで

４　補助事業の成果　　　　　　別紙１　事業結果報告書のとおり

５　添付書類　　　　　　　　　別紙１　事業結果報告書
別紙２　経費実績書

別紙３　取得財産等管理台帳

別紙４　収支決算書

経理関係書類の写し
「ふくい女性活躍推進企業」に登録されていることが確認できる書類　※
（※は、個人事業主の場合は不要）
様式第７号の別紙１

事　業　結　果　報　告　書

Ⅰ　申請者
	申請者
	企業名
	

	
	代表者名
	

	
	住所
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	主要製品
	

	
	資本金
	万円
	従業員
	　　　　人

	
	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）

	設　立
	　　　　年　　月

	
	経営状況
	別添１「経営状況表」のとおり

	連絡担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	デザイナー・ディレクター等

（企業名、所属、役職　氏名）

※代表するには○を付けてください。
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	経理担当者
（所属・役職　氏名）
	


２補助事業の概要

	テーマ
	

	概要
	

	成果

（成果を簡潔に記載すること）
	

	産業観光展開の計画
	

	開発の期間
	開始期日　令和　　　　年　　月　　日（交付決定日）

完了期日　令和　　　　年　　月　　日

	補助事業に要した経費
	補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円

	
	うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	補助金申請額
	　　　　　　　　　　　　　　円


様式第７号の別紙２　

経費実績書
経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　　別
	内　容
	補助事業に要する経費

（税込）
	補助対象
経　　費
（税抜）
	補助金

交　付

申請額
	備　考

	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	

	工場見学・体験メニュー等開発費
	機械装置費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	工具・器具・備品費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	需用費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	
	

	おもてなし、インバウンド対策経費
	機械装置費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	需用費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	
	


経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　　別
	内　容
	補助事業に要する経費

（税込）
	補助対象
経　　費
（税抜）
	補助金

交　付

申請額
	備　考

	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	

	販路開拓・広報費
	工具・器具・備品費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	広報費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	需用費
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	委託料
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	
	

	施設・設備費
	建物修繕費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	構築物費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	中　計
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる経費（消費税抜き）を記載すること。
※支出区分のうち該当しないものについては欄を削除可能
※「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、「補助対象経費」の区分中計に補助率を乗じた額以内（区分中計のみ記入。千円未満は切り捨てること。）、かつその合計額は補助限度額以内とすること。

様式第７号の別紙３　

取得財産等管理台帳

	区 分
	財産名
	規 格
	単 位
	数 量
	単 価

（円）
	金 額

（円）
	取 得

年月日
	保 管

場 所
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

１　財産名の区分　①試作品、②機械装置等、③産業財産権等

２　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

３　金額は、消費税および地方消費税を含む額を記載すること。

様式第７号の別紙４
収支決算書

収　入　

	区　　分
	金　額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	補助金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


支　出　
	区分
	種　　　別
	金　額（円）
	備　　考

	工場見学・体験メニュー等開発費
	機械装置費
	
	

	
	工具・器具・備品費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	謝金
	
	

	
	旅費
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	

	
	需用費
	
	

	
	委託料
	
	

	おもてなし、
インバウンド
対策経費
	機械装置費
	
	

	
	需用費
	
	

	
	委託料
	
	

	販路開拓
・広報費
	工具・器具・備品費
	
	

	
	広報費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	謝金
	
	

	
	旅費
	
	

	
	使用料・賃借料
	
	

	
	需用費
	
	

	
	委託料
	
	

	施設・設備費
	建物修繕費
	
	

	
	構築物費
	
	

	合　　　　計
	
	


　※支出区分のうち該当しないものについては欄を削除可能
　上記、収支決算書の内容に相違ありません。

　令和　　　　年　　月　　日
申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
様式第８号

令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　交付請求書

令和　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　号で額の確定の通知があった産業観光ビジネス支援事業補助金を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。

記

請求額　金　　　　　　　　　　円

様式第９号

令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　に係る財産処分承認申請書

令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定を受けた産業観光ビジネス支援事業補助金に関し、下記の財産を処分したいので、福井県補助金等交付規則第２０条の規定に基づき承認を申請します。

記

１　取得財産名および取得年月日

２　取得価格および時価

３　処分の方法

４　処分の理由

５　処分により得る収入の見込み額および県への納付額

（注）

１　様式第７号の別紙２の写しを添付すること。

２　処分にかかる費用の見積書を添付すること。

３　別表３に基づく算出根拠を添付すること。
様式第１０号
令和　　　　年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　　　　所

名　　　　称
代表者職氏名　　
令和　　　　年度　産業観光ビジネス支援事業補助金　に係る取得財産処分承認申請書

令和　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の確定通知を受けた取得財産等を下記の通り取り扱いたいので、産業観光ビジネス支援事業補助金第１５条第５号の規定により承認を申請します。

記

１．対象となる取得財産等の名称

２．数量

３．取得財産等の取得金額

４．処分等取り扱い方法

（1）処分等が必要な理由

（2）処分等の相手先

（3）処分等の条件
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